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令和８年度監査計画について 

 

 本協会「監査に関する業務規則」第３条の規定により、令和８年度監査計画を下記のとおり作成

したので通知します。 

 

記 

 

《 監 査 方 針 》 

   本協会の監査は、監査に当たっての基本原則である「協会員の自主性尊重の原則」、「補強性の

原則」及び「効率的・効果的な監査の実施」に則して実施する。 

  協会員との双方向の対話を通じ、問題点等の共有に努め、速やかな改善を求める指導的な監査

を基本とするが、重大な法令等違反に対しては厳正に対処するとともに、再発防止に向けた指導

を徹底する。 

 監査に際しては、監督当局や消費者生活センター等の関係機関と引き続き緊密な連携を図る。 

 また、実地監査と書類監査の連携強化により、内部管理態勢の整備状況の実態把握に努めると

ともに、コンプライアンス態勢等が不十分な協会員に対しては、自主規制各部門と連携して指導

強化を図る。 

   その他、監査の実施手続きや実地監査マニュアルなど、協会の監査に関することは「監査ガイ

ドライン」によるものとする。 

 

１．監査の重点事項 

  本年度の監査は、次の各項目を重点事項として実施する。 

   

(1) 法令等遵守状況及び経営管理機能の発揮状況（第三者への業務委託に係る業務運営上の措

置を含む） 

(2) 返済能力調査の適切性（18、19 歳の若年者への貸付けに係る返済能力調査等及び総量規制

の適用除外・例外貸付けの適切性を含む） 

(3) 取引時確認等の実施状況(犯罪収益移転防止法上の本人確認方法見直しに関する準備状況

の確認を含む) 

(4) 利息・保証料等に係る制限等の遵守状況  

(5)  システムリスク管理態勢の整備状況 

(6) 法令等違反に係る再発防止策の実効性の検証 

 

２．監査対象協会員 

(1)実地監査 

    監査対象先の選定については、規模、業務内容等を踏まえ、実態把握などリスクベースで監

査の必要性が高い協会員を優先するとともに、引き続き効率的・効果的な監査を実施する。 

(2)書類監査 

 令和 8 年度書類監査の対象協会員は、前年度に引き続き、翌年度（令和 9 年度）に貸金業

登録の満了日を迎える協会員とし、令和 8年度下期に行う。 

      また、定期の書類監査のほか、新規加入協会員及び特定の項目について実態把握や点検が

必要な協会員については、個別の書類監査を実施する。 



【参 考】 

 

◎令和 8年度監査計画に基づく監査項目 

１．経営管理等 

２．法令等遵守態勢（監督行政庁・貸金業協会への届出等を含む） 

３．反社会的勢力による被害の防止 

４．顧客等に関する情報管理態勢 

５．外部委託 

６．取引時確認、疑わしい取引の届出 

７．相談、苦情及び紛争等の対応態勢 

８．貸金業務取扱主任者 

９．禁止行為 

10．利息・保証料等にかかる制限等 

11．契約に係る説明態勢 

12．過剰貸付けの防止（個人信用情報の提供等を含む） 

13．広告に関する規制 

14．書面の交付義務 

15．取立行為規制 

16．帳簿の備付け等（証明書の携帯等を含む） 

17．債権譲渡等 

18．営業店登録 

19．過払金支払 

20．システムリスク管理態勢 

21．非営利特例対象法人 

             ※下線･･･本年度の監査の重点事項に係る監査項目 

 

 

◎「監査に関する業務規則」 

（監査計画） 

第 3条 本協会は、その年度の監査に当たり、監査計画を作成し、これを協会員に通知して実

施する。ただし、必要があると認めるときは、監査計画に定める事項以外の事項につ

いても、随時これを行う。 

 

◎「監査ガイドライン」の掲載場所：本協会ホームページに掲載しています。 

「ホームページ」（TOP）→「協会について」→「業務内容」→「監査ガイドライン」 

（https：//www.j-fsa.or.jp/association/business/guideline.php） 

 

 


